
 

 参考５  

平成２７年度水道関係予算案について 
 

                                 平成 ２ ７年 １月 
健 康 局 水 道 課 

施設整備費等 

（単位：百万円） 

区   分 

平 成 2 6 年 度 

予 算 額 

 

A 

平 成 2 7 年 度 

予 算 案 

 

B 

対 前 年 度 

増 △ 減 額 

 

B-A 

対前年度 

比 率 

（％） 

B/A 

 

水道施設整備費 

( ８６,８２１) 

４０,７３０ 

( ７２,５１６) 

４７,３０５ 

 

６,５７５ 

 

１１６.１ 

 

 

簡 易 水 道 

( ２７,４６５) 

１３,８５３ 

( １６,１５５) 

１４,１５５ 

 

３０２ 

 

１０２.２ 

 

上 水 道 

( ４３,５９０) 

１１,５１３ 

( １２,７０１) 

１１,２０１ 

 

Δ ３１２ 

 

９７.３ 

指導監督事務費等 
(    ９１) 

９１ 

(   １００) 

１００ 

 

９ 

 

１０９.９ 

災 害 復 旧 費 
(   ７５２) 

３５０ 

(   ５６１) 

３５０ 

 

０ 

 

１００.０ 

耐 震 化 等 交 付 金 
 

0 

( ２６,５００) 

５,０００ 

 

５,０００ 

 

－ 

東 日 本 大 震 災 
( １４,９２３) 

１４,９２３ 

( １６,４９８) 

１６,４９８ 

 

１,５７５ 

 

１１０.６ 

水道施設整備費 
※災害復旧費（東日本含む）を除いた場合 

( ７１,１４６) 

２５,４５７ 

( ５５,４５７) 

３０,４５７ 

 
５,０００ 

 
１１９.６ 

注 1）：厚生労働省、内閣府（沖縄）、国土交通省（北海道、離島・奄美、水資源機構）、復興庁計上分の総計。 

注 2）：平成 26 年度予算額欄の上段（ ）書きは、平成 25 年度補正予算額を含む。 

注 3）：平成 27 年度予算案欄の上段（ ）書きは、平成 26 年度補正予算案を含む。 

注 4）：百万円単位未満を四捨五入しているため、合計額は一致しない。 

 
 

１．水道施設整備費補助                 ２５５億円（２５５億円） 
ダム等の水道水源開発や病原性原虫等の不安や異臭味被害等に対応した高度浄水施設の整備

及び水道未普及地域の解消や地方生活基盤の充実等を図るための簡易水道の施設整備に必要な

経費について、財政支援を行う。 

【補助先】都道府県、市町村、一部事務組合 

【補助率】1/2 , 4/10 , 1/3 , 1/4 

 

○新 ２．生活基盤施設耐震化等交付金（仮称）           ５０億円（  －億円） 
国民生活に密接に関係する水道施設及び保健衛生施設等の耐震化を推進するとともに水道事

業の広域化を推進し、水道施設の効率化や人員体制の集約化を図り水道事業体の運営基盤を強

化するための施設整備に必要な経費について、財政支援を行う。 

【交付先】都道府県（都道府県がとりまとめた耐震化等に関する事業計画に基づき、耐震化

対策等に要する経費の一部を交付） 

【交付率】水道施設：1/2 , 4/10 , 1/3 , 1/4 

保健衛生施設等：3/4 , 2/3 , 1/2 , 1/3 , 定額
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（参考）平成 26 年度補正予算 

水道施設の耐震化対策等                         ２５０億円 

災害時においても安全で良質な水道水を安定的に供給するための水道施設等について、

地方公共団体が実施する耐震化を推進するため、新たな交付金を創設するとともに、高度

浄水施設等の整備に要する費用に対して補助を行う。 

○水道施設整備費補助                         ３５億円 

○生活基盤施設耐震化等交付金（仮称）                ２１５億円 

 

水道施設災害復旧事業                            ２億円 

平成 26 年８月に発生した大雨等により被災した水道施設の早期復旧を図るため、復旧

に要する費用に対して補助を行う。 

 
３．水道施設の災害復旧に対する支援【東日本大震災復興特別会計】（復興庁一括計上） 

１６５億円（１４９億円） 
東日本大震災で被災した水道施設のうち、各自治体の復興計画で、平成 27 年度に復旧が予

定されている施設の復旧に必要な経費について、財政支援を行う。 

【補 助 率】80/100～90/100〈財政援助法による嵩上げ〉、1/2 
 

水道安全対策費等 

 

○新 １．官民連携等基盤強化支援事業費                   １２百万円 
人口減少や職員数の減少など、厳しい社会環境の下で健全な水道事業を継続するためには、

民間の技術・人材の活用が重要であることから、水道事業における官民連携の導入に向けた課

題を解決し官民連携方策導入の促進を図る。 

（実施主体：国） 

 

○新 ２．重要給水施設水道管路強靱化事業費                  ７百万円 
災害時に重要な拠点となる基幹病院や診療所、大規模な緊急避難所等（重要給水施設）に水

道水を供給する管路の耐震化、断水した場合の優先的復旧に係る対応についてガイドラインを

作成し、各水道事業体における耐震化計画に反映することにより、重要給水施設のソフト・ハ

ード両面での強靱化を図る。 

（実施主体：国） 

 

エネルギー対策特別会計 

 

１．上水道システムにおける再エネ・省エネ等導入促進事業（環境省計上） 
   ＜低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援事業 ７３億円の内数（９４億円の内数）＞ 
 

水道施設の更新等において、インバータ等省エネ型の設備や末端配水圧力の適正化設備、未

利用圧力を活用した小水力発電や太陽光発電設備等の導入を支援し、水道施設における省エネ

・再エネ導入を促進する。 
 
   【平成 26 年度公募情報等】http://lcspa.jp/offering/p2302（（一社）低炭素社会創出促進協会 HP） 

 

２．水道施設への小水力発電の導入ポテンシャル調査事業（環境省計上）  ２．８億円 
水道施設で有効利用されずに失われている未利用エネルギーについて調査を行い、小水力発

電の導入候補地の有望箇所を抽出・整理することにより、今後の省エネルギー対策の効率的な

導入支援につなげ、一層の二酸化炭素排出削減を実現する。 
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水
道
施
設
整
備
費
年
度
別
予
算
額
推
移

（
平
成
2
1
年
度
か
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平
成
2
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１
．

水
道

施
設

整
備
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助
2
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度
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算
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２

５
５

億
円
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１
４
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円
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2
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５
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円
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４

６
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害
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に
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要
す

る
費

用
に

対
し

て
補

助
を

行
う

。

水
道

施
設

災
害

復
旧

事
業

２
億

円
平

成
2
6
年

８
月

に
発

生
し

た
大

雨
等

に
よ

り
被

災
し

た
水

道
施

設
の

早
期

復
旧

を
図

る
た

め
、

復
旧

に
要

す
る

費
用

に
対

し
て

補
助

を
行

う
。

平
成
２
７
年
度
水
道
施
設
整
備
関
係
予
算
案
事
業
概
要
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